
￥」   
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一人はみんなのためにみんなは一人のために、一人が一人の仲間をふやそう、労災保険に加入しよう 

田中 070‐5324‐4053 

安くて事故後のサービスも安心です。見積も

りをしますので、事務所にまず電話を。 
 

 

 

 

 

再生タイヤ  ２２，０００円（BS） 

       ２１，５００円（ヨコハマ扱い） 

新品タイヤ  ３５，０００円（BS・14プライ） 

         ３７，０００円（BS・16プライ） 

３３，０００円（ヨコハマ） 

  ※冬用 ２５，０００円（中国・トライアングル） 

消費税・送料込みの価格です。注文の時、メー

カーを必ずお知らせください。希望の場所に配達

します。（配達代無料） 

※県外への配達は運賃実費が必要です。代金は３

回以内で納入します。  

在庫確認が必要なので、注文の際に組合へ問い

合わせてください。昨年 10月 1日より、消費税

分値上げになりました。なお、ヨコハマタイヤ販

売店扱いは、弘進リトレッド製の再生タイヤとな

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 27回全国ダンプ 

キャラバン行動実施 
ダンプ・建設労働者の労働条件改善と交通安全

実現めざして、第 27回全国ダンプキャラバン行動

が 7月 16日とりくまれ、国交省と秋田県警に要請

しました。国交省湯沢河川国道事務所・能代河川

国道事務所は事務担当の副所長や河川、道路担当

の副所長らが出席し、組合側は全国部会の森谷部

会長ら東北の代表 5 人、秋田ダンプ支部の高橋委

員長ら 3人が出席しました。（写真右は湯沢河川国

道事務所要請、向こう側が建交労） 

 国交省河川国道事務所には「発注者として元請

に契約事項の中身を守らせていると思うが、個別

企業に対して指導を徹底してほしい。そうして職

務を遂行してほしい」具体的事例として個別企業

と組合のやり取りなどを示して、さらなる指導の

徹底を求めました。各事務所をたばねる上の組

織・国交省東北整備局への要請は 8 月 6 日に行わ

れます。 

 県警には「過積載防止対策連絡協議会への建交

労の参加を認めてほしい、過積載取締については

悪質・危険性の高いものから行い、背後責任まで

追及してほしい」ことなどを要請しました。県警

は交通指導課の課長補佐、次長が対応しました。

過積載防止対策連絡協議会については、「運輸支局

が事務局になっているが、ここしばらくは開催さ

れておらず、こちらにも声がかかっていない現状

がある」との回答でした。 

 

 

 

事務所のお盆休みは 8月 12日～16日です。 
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ことばのミニ事典…敵基地攻撃能力 

自民党が 2020 年 6 月 30 日、「ミサイル防衛に関する検討チーム」（座長は小野寺五典元防衛相）の初会合を

開いた。政府が陸上配備型迎撃ミサイルシステム「イージス・アショア」計画を断念したのを受け、敵基地攻撃

能力の保有を含む代替策を協議するもの。 

 自民党は 2017年、2018年にも敵基地攻撃能力保有を政府に提言した。政府は日本へのミサイル攻撃を防ぐた

めに「他に手段がない場合」、法理的には「可能」としている。だが保有は「憲法の趣旨ではない」「自衛のため

の必要最小限度を超える」とする見解も示している。それでも政府は 2018 年の防衛大綱に基づき、長距離巡航

ミサイルや「いずも」型護衛艦へのＦ35Ｂステルス戦闘機の搭載など、攻撃的兵器の装備を進めている。安倍首

相は政府でも敵基地攻撃能力保有を議論していく考えを示している。 

 憲法違反の敵基地攻撃能力の保有はさらなる軍事費膨張、アジアの軍事的緊張の激化をもたらす。   

 

                     

 

 

 

 

森吉山（北秋田市） 


